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戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会 

報告書 
 

平成２６年６月２７日 
 

１．はじめに 
 
○ 今日、世界の成熟国における社会の持続・発展は、知識の生成、伝達、活用などに大きく

依存しており、知識集約型の社会・経済活動がもたらす付加価値が各国にとって重要となっ

ている。 
 
○ このため、これまでとは異なった考え方、仕組みを取り入れて、新たな価値を生み出し、

知識集約型の社会・経済活動に大きな変化を起こすイノベーションへの期待が高まっており、

特に新たな科学的・技術的知見に立脚したイノベーションは、非連続な発展を引き起こし、

社会・経済活動に持続可能な競争力などをもたらすものとして大きく期待されている。 
 
○ 論文等で公表された新たな「知」（科学的知見）はイノベーションの核であるため、その量

的な創出や多様性の確保が求められる一方で、そのままの姿では社会的・経済的価値の創造

に直結しないことが多い。このため、「知」を社会的・経済的価値の創造に結びつけるために

は、「知」の理解・展開を円滑に行える社会の仕組みも必要となる。 
 
○ すなわち、科学技術イノベーション1を創出するためには、「知」の創出や展開の機会を増

強し、高度な知的基盤社会を構築・発展させることが重要である。その要となる基礎研究は、

社会的・経済的価値の創造に結びつくには高い不確実性が伴い、市場原理に委ねるのみでは

十分に取り組まれないことから、その推進は政府の責務である。 
 
○ その際、「知」の創出の多くの部分を担う学術研究2が基盤として重要であるとともに、

国が目標を示すことなどにより、生み出された多くの「知」を社会的・経済的価値の創造

に向けて大きく発展させ、また、用途を考慮することの中から新たな「知」の創出にも貢

献する戦略的な基礎研究を推進することが重要である。 
 
○ 我が国における戦略的な基礎研究として、科学技術振興機構（JST）の戦略的創造研究推

進事業（新技術シーズ創出）がその一つとして大きな役割を果たし、広く認知されている。

この事業は、研究現場を含む推進体制の構築や運用について多くの実績を積み上げており、

                                                 
1 科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と、それらの知識を発展させて経

済的、社会的・公共的価値の創造に結びつける革新（「第4 期科学技術基本計画」（平成 23年 8月 19日閣議決定）） 
2 個々の研究者の内在的動機に基づき、自己責任の下で進められ、真理の探究や課題解決とともに新しい課題の

発見が重視される研究（「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成

25年 1月17日科学技術・学術審議会）） 

参考資料2­4 
科学技術・学術審議会 

基礎研究振興部会（第3回） 
令和元年7月16日 
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数々の社会的・経済的価値の創造に結びつく成果が創出されてきている。 
 
○ しかし、各国で「知」を経済的・社会的価値の創造に結びつけるための施策が強化され、

世界的な大競争時代を迎えた今、我が国において、高度な知的基盤社会を構築・発展させ、

「知」を社会的・経済的価値の創造に着実に結びつけていくためには、戦略的な基礎研究

に関する仕組みの進化が必要である。 
 
○ そのため、国は以下の課題に取り組むとともに、国民に対して、戦略的な基礎研究の意義・

仕組み・効果について明確なメッセージを届けることが必要である。 
・科学技術・学術の振興やイノベーションに関する政策全体の中での戦略的な基礎研究の

意義を明確化し、その概念を分かりやすい形で整理すること。 
・戦略的な基礎研究に関する仕組みを、目的に照らしより効果的、かつ透明性の高いもの

とすること。 
 
○ 以上の問題意識から、大局的・長期的な視野で研究開発システム全体を俯瞰し、基礎研

究を起点としたイノベーションを創出する方策等を検討するため、戦略的な基礎研究の在

り方3に関する検討会を開催し、本報告書に検討結果を取りまとめた4。 
 

 
２．「戦略的な基礎研究」に関する整理 
 
（本報告書で取り扱う「戦略的な基礎研究」について） 
○ OECD の Frascati Manual 

5や、総務省の科学技術研究調査によると、研究開発活動は、基礎

研究（Basic research）、応用研究（Applied research）、開発研究（Experimental development）と

分類され、「基礎研究」の用語は、この分類に基づき用いられることが多い。 
 
○ このように、研究は、歴史的に、基礎から応用へというリニアモデル的観点で分類されて

きたが、近年、根本原理の追求であるか否か及び用途を考慮しているか否かの２軸を用いた

ストークスによる分類6が用いられることも多い。ストークスによると、研究（基礎研究及び

応用研究）は、純粋基礎研究（Pure basic research）、用途を考慮した基礎研究（Use-inspired basic 
research）、純粋応用研究（Pure applied research）と分類される7。【図１】 

 
                                                 
3 本報告書における「戦略的な基礎研究の在り方」とは、戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）に代表

される「戦略的な基礎研究」の推進の在り方である。 
4 学術研究の重要性については、科学技術・学術審議会学術分科会で議論されており、本報告書も「学術研究の

推進方策に関する総合的な審議について」中間報告（平成26年 5月26日科学技術・学術審議会学術分科会）を

踏まえて作成した。 
5 Frascati Manual: Proposed Standard Practice for Surveys on Research and Experimental Development, 6th edition (2002) 
(OECD) 
6 Donald E. Stokes (1997), “Pasteur's Quadrant - Basic Science and Technological Innovation”, Brookings Institution Press. 
7 本報告書における「純粋基礎研究」等の用語の定義は、基本的にこの分類に基づく。 
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図１ ストークスによる研究分類 

 

○ 「用途を考慮した基礎研究」は、ストークスによると、根本原理の追及と社会的・経済的

価値の創造の追及が表裏一体となった基礎研究である。「用途を考慮した基礎研究」に基づく

非連続なイノベーションの創出は、近年、国の持続的な競争力の源として注目されている。 
 
○ 「用途を考慮した基礎研究」は、その定義上、根本原理の追求のための純粋基礎研究と実

用化を実現するための純粋応用研究の性格を併せ持つことから、「出口を見据えた研究」と「出

口から見た研究」といった二つのアプローチに分けて整理することができ、政府が推進する

際にも、二つのアプローチの性格を意識しながら推進することが求められる。 
 
○ 「出口を見据えた研究」とは、研究者が主体となり、研究の進展等により実現しうる未来

社会の姿を見据えて実施される研究である。純粋基礎研究から展開し、用途を考慮するに至

ったものであり、純粋基礎研究と同様に研究者の内在的動機に基づく根本原理の追求という

基本的性格を残しつつも、科学的な価値のみならず社会的・経済的価値の創造を志向し、そ

れが新たな社会的・経済的価値として社会や市場に受容される最終目標を見据えて実施され

る基礎研究である。 
 
○ 「出口を見据えた研究」における出口は、研究の進展等により実現しうる未来社会の姿と

して設定されるため、粒度としては拡がりがある。また、一般的な傾向として、実現までの

時間は相対的に長く、研究としても、起点から拡がっていくこととなる。 
 
○ 一方、「出口から見た研究」とは、プログラム・マネージャー（PM）やプログラム・ディ

レクター（PD）が主体8となって、現在直面する具体的課題の解決を目的とし、新たな「知」

の創造に加え、目的に応じた既存の「知」の動員も含めた研究といえる。実用化を実現する

ための純粋応用研究から展開し、根本原理の追求に至る。そのため、その出口は、粒度とし

ては直面する具体的課題として明確に切り出すことができ、また到達までの時間は相対的に

短く、研究としても、１点に収束していくものとなる。 
 

                                                 
8 研究成果の実用化により、解決すべき社会的・経済的課題を把握する者（通常、研究者とは一致しない）。 

【出典】 

科学技術政策研究所、一橋大学

イノベーション研究センター、

ジョージア工科大学（2011) 「科

学における知識生産プロセス： 

日米の科学者に対する大規模調

査からの主要な発見事実」 

文部科学省（一部改変） 
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○ このように、「出口を見据えた研究」と「出口から見た研究」における出口は、粒度（拡

がり）、実現過程等において大きな差異がある。一般に「出口」という用語は、現在直面し

ている課題の解決という狭い意味で用いられることが多いが、「出口を見据えた研究」では、

このような狭い意味でとらえないよう留意が必要である。 
 
○ 我が国では、イノベーションを、比較的短期間に経済効果をもたらす技術革新としてとら

え、「出口から見た研究」における政策立案に関する議論は活発に行われている。しかし、高

度な知的基盤社会を構築・発展させ、「知」を社会的・経済的価値の創造に結びつけていくた

めには、「出口を見据えた研究」にふさわしい施策立案の仕組みも確立する必要がある。 
 
○ そのため、本検討会においては、国が示した目標の下、「用途を考慮した基礎研究」を推進

する「戦略的な基礎研究」のうち、「出口を見据えた研究」についての議論の深化を図った。 
 
（「出口」のイメージ） 

 
 
（「出口を見据えた研究」に係る現状） 
○ 「出口を見据えた研究」に係るファンディング制度としては、前述の戦略的創造研究推進

事業（新技術シーズ創出）があり、トップダウンで定めた戦略目標・研究領域において、大

学等の研究者から提案を募り、組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制（バーチャル・

ネットワーク型研究所）を構築して、戦略的な基礎研究を推進している。 
 
○ その際、バーチャル・ネットワーク型研究所の所長としての研究総括が、「出口を見据え

た研究」として参画研究者の研究努力の方向性についての継続的な助言などといった極めて

重要な役割を果たしており、多様な分野で個々に研究に取り組んでいた研究者間の相互連携

が促され、「出口を見据えた研究」が行われる上で最適な「研究者群」の形成にも貢献して

いる。 
 
（「出口を見据えた研究」を政府が推進する必要性） 
○ 基礎研究等の成果として論文などで報告される新たな「知」（科学的知見）は、政府が提供
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する外交、防衛、警察、消防などのサービス同様、公共的な性格を有するものである。「出口

を見据えた研究」は、民間企業が行う研究開発とは一線を画し、公共的な性格をもつ新たな

「知」を得るための活動であることから、市場原理に委ねるのみでは十分に取り組まれない。

そのため、政府が積極的に推進し、役割を果たしていくことが必要である。 
 
（「出口を見据えた研究」に必要な政府の戦略とは） 

○ 我が国の研究者が、社会的・経済的価値の創造につながる可能性のある優れた「知」の

創出や展開に取り組むことにより、我が国の社会・経済活動をより強靱で持続的に発展可

能なものとすることができる。この観点から、「出口を見据えた研究」に係るファンディ

ング施策を効果的に行うことが重要である。 
 
○ 「出口を見据えた研究」に係るファンディング施策を効果的に行うためには、推進主体で

ある研究者の内在的動機に基づく根本原理の追求と、社会的・経済的価値の創造といった政

策的な意思を結びつけるための目標策定や、その策定のための仕組みの構築などの政府の戦

略が必要となる9。なお、目標とする経済的価値が具体的で特定のものとなるに伴い、一般的

には、公共的な性格が薄まり、政府が推進する必要性が薄まることに留意する必要がある。 
 

 
３．「出口を見据えた研究」の在り方 

 
○ 「出口を見据えた研究」の性格を踏まえると、学術研究等によって創出された「知」を

広範に探索するとともに、社会的・経済的価値の創造に向けて効果的・効率的な発展を図

るための手法を構築することが重要である。 
 
○ 「出口を見据えた研究」に関する知見が最も蓄積している戦略的創造研究推進事業（新技

術シーズ創出）の在り方について考えると、文部科学省が定める戦略目標が事業の根幹をな

していることから、「出口を見据えた研究」の趣旨を踏まえて適切な粒度と方向性を持っ

た戦略目標が策定されるよう策定指針を定める必要がある。また、戦略目標等に係る評価

を踏まえ、策定指針がより効果的なものに改善されていくよう、政策マネジメントサイク

ルを確立する必要がある。 
 
 

                                                 
9 純粋基礎研究は、本来的に個々の研究者の自由な発想と好奇心に基づき行われるものであり、政府が研究者の

研究の方向性に影響を与えることは想定されない。純粋基礎研究への資源配分方針等については、基本的には研

究コミュニティ内部で自律的に合意が形成されることが望ましく、これを考慮して政策を進めることが求められ

る。一方、純粋応用研究は、用途が特定されており、研究成果が公共的な価値を有する場合などに限って、政府

の関与が期待される。この場合、関与の程度、政策目的、手法に関する政策判断が常に求められ、こうした政策

判断を政府の戦略と呼ぶならば、純粋応用研究に政府が関与する場合、政府の戦略は必須である。 
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（１）戦略目標策定指針の制定 
 

○ 「出口を見据えた研究」の趣旨を踏まえて戦略目標が策定されることを担保するため

に、また戦略目標策定過程の透明性を高めるために、以下のように戦略目標の定め方を規

定する「戦略目標策定指針」を定める。 
 

（戦略目標策定指針の全体構成） 
○ 戦略目標策定指針は、「出口を見据えた研究」の趣旨を踏まえ、 
１）我が国あるいは世界の基礎研究を始めとした研究動向について、科学計量学的手法を

用いて論文・実績報告書等を分析し、研究動向を把握する。 
２）分析結果等を活用して、最新の研究動向等に関する知見を有する組織・研究者に対す

る意見聴取を行うことで、注目すべき研究動向を特定する。 
３）注目した研究動向に関する研究の進展等によってもたらされる社会・経済への影響等

を推量し、科学的価値と社会的・経済的価値の創造が両立可能な戦略目標を決定する。 
といった流れに沿って戦略目標を策定することを規定する。 
 

（策定のための個別手順（Step 1, 2, 3）） 
○Step 1：基礎研究を始めとした研究動向の俯瞰 
・国内動向の俯瞰 

我が国における基礎研究を始めとした研究動向を俯瞰するためには、我が国の研究者

により創出された「知」を広範に把握することが必要である。特に、日本学術振興会（JSPS）
の知見を活用し、優れた研究シーズの宝庫である科学研究費助成事業の成果を確実に把

握することが重要である。 
このため、文部科学省が、我が国の研究者の論文あるいは科学研究費助成事業の実績

報告書等を広範に参照可能なデータベース（Funding Management DataBase（FMDB））を

活用して行う科学計量学的手法による分析を JST に依頼し、我が国における研究動向を

把握する。なお、分析の際には、研究動向の時間的な変化を把握し、分析することも重

要である。具体的には、研究活動の盛衰や新たな研究概念の登場、研究間の連携・融合

の進捗などについて把握することが重要である。 
 
・世界動向の俯瞰 

我が国における研究動向の俯瞰と同様に、世界における基礎研究を始めとした研究動

向を俯瞰し、把握する必要がある。これには、科学技術・学術政策研究所（NISTEP）に

おいてサイエンスマップ 
10と呼ばれる優れた俯瞰図を作成しているため、文部科学省は、

これを活用し、世界における研究動向を俯瞰する。なお、サイエンスマップを活用する

                                                 
10 TOP1％論文を共引用関係からクラスタリングすることで研究領域を構築し、さらに研究領域同士の相関関係

について共引用度を斥力・引力とした重力モデルによってマッピングすることで表したもの。なお、研究成果を

論文として発表することが盛んな分野もある一方、コンピューティング、ソフトウェア、ロボティクス等、国際

学会等での発表が論文発表よりも重んじられるような分野もある点にも留意すべきである。 
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場合も、我が国における研究動向と同様に、研究活動の盛衰などについても分析すると

ともに、世界における研究動向の中での我が国の参画状況等を把握することが重要であ

る。 
 
○Step 2：知の糾合による注目すべき研究動向の特定 
・最新の研究動向に関して知見を有する組織・研究者に対する意見聴取 

Step 1 において行う研究動向の俯瞰は、論文・実績報告書等の書誌情報を用いて行わ

れるものであるため、近過去の状況のみを表し、最新の研究動向を正確には表していな

い可能性がある。また、研究領域によっては、必ずしも書誌情報が研究動向を反映して

いるとは限らない領域も存在する。 
この課題を解決し、注目すべき研究動向の特定に必要な情報を収集するために、JST

研究開発戦略センター（CRDS）の戦略プロポーザルや各種科学技術に関する動向調査

等11も参照しつつ、Step 1 において得られた分析結果を客観的根拠として用いて、最新の

研究動向に関して知見を有する組織12・研究者に対し、意見聴取を行う。具体的には、

文部科学省が、研究者とのネットワークを有する JST の知見等を活用し、客観的根拠と

してStep 1 において得られた分析結果等を活用しながら、以下のような研究動向に関す

る質問を行うことで最新の研究動向の知見に基づいた、注目すべき研究動向の特定に必

要な情報を収集する。 
・分析結果等により示された研究動向に関係して、今後、注目すべき研究動向は何か。 
・分析結果等により示された研究動向に関係して、今後、研究領域間等で連携を図るこ

とで革新的な成果が創出されることが見込まれるものはあるか。 
 
・注目すべき研究動向の特定 

文部科学省は、最新の研究動向に関して知見を有する組織・研究者に対する意見聴取

の結果を踏まえて、注目すべき研究動向の一覧を取りまとめる。その後、文部科学省は

全体を俯瞰しつつ、研究動向の注目度、発展可能性等の観点から注目すべき研究動向に

ついて検討し、これを特定する。 
 

○Step 3：科学的価値と社会的・経済的価値の創造が両立可能な戦略目標の決定 
・社会・経済に与えうる影響等の推量 

「出口を見据えた研究」を推進するための目標を設定するためには、注目すべき研究

動向に関する研究の進展等により、社会・経済に与えうる影響等を推量することが重要

である。 
このため、文部科学省は、注目すべき研究動向に関係する研究者と国内外の産業界や

ベンチャーキャピタルなどの新たな市場の開拓等に関する知見を有する識者や公共ニ

                                                 
11 例えば、NISTEP の科学技術予測・科学技術動向、CRDSの研究開発の俯瞰報告書、JSPS学術システム研究セ

ンターの学術動向等に関する調査研究報告、日本学術会議の「学術の大型研究計画に関するマスタープラン」に

ついての提言、産業界の技術動向調査報告書等。 
12 例えば、CRDS、JSPS学術システム研究センター等。 
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ーズを有する識者の参画を得たワークショップ等を研究者及び産業界等とのネットワ

ークを有する JST の知見等を活用し開催することで、注目した研究動向に関する研究の

進展等により、社会・経済に与えうる影響等を推量する。 
具体的には、ワークショップ等において、まず、注目した研究動向に関する研究にお

いて約 10 年後に見込まれる進展等を踏まえ、実現しうる 20 年先、30 年先といった未来

社会の姿を想定する。次に、想定した実現しうる未来社会の姿から、注目した研究動向

に関する研究の進展が、社会・経済に与えうる影響の大きさと広さ等を推量する。最後

に想定した未来社会の姿を実現するためには、注目した研究動向に関する研究がどのよ

うに進展していく必要があるか等を検討する13。 
 

・戦略目標の決定 
文部科学省は、ワークショップ等における結果を取りまとめ、注目した研究動向、当

該研究の進展等により実現しうる未来社会の姿、当該研究の振興方針等を記載した戦略

目標（案）を作成する。 
その後、文部科学省は全体を俯瞰しつつ、注目した研究動向に関する研究が進展した

場合に創出されうる科学的知見の革新性や社会・経済に与えうる影響の大きさや広さ、

また想定した未来社会の姿が実現しうる蓋然性の高さ等の観点から検討を行い、戦略目

標を決定する。 
 
（戦略目標策定に当たっての留意事項） 
○ 戦略目標を策定する際には、「出口を見据えた研究」の主体が研究者であることを踏まえ、

過去の戦略目標の粒度を参考にしつつ、研究者のモチベーションを保つ目標となるよう留

意する必要がある。 
 
○ 例えば、戦略目標の策定に当たっては、研究者に政策意図を的確に伝えられる目標を掲

げる必要がある一方で、基礎研究段階においては高い不確実性が存在することを念頭にお

き、過度に先鋭化された目標を掲げることで研究を萎縮させないよう留意する必要がある。 
 

（２）政策マネジメントサイクルの確立 
 
○ 戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）における戦略目標の策定プロセスを透明

性のより高いものとし、かつ戦略目標等に係る評価に基づき、常に改善が行われるものと

するためには政策マネジメントサイクル（PDCA サイクル14と呼ばれることも多い）を確

                                                 
13 研究の進展等によって及ぼされる影響は必ずしも正の影響のみに限定されず、負の影響も想定される。研究の

進展等によって及ぼされる正の影響を最大化するためには、当然、負の影響への対応も考慮する必要がある。 
14 「PDCAサイクル」とは、もともと、製造業などの様々な業務における管理手法の一種であり、「計画」（Plan）、
「実行」（Do）、「点検」（Check）、「改善」（Act）の頭文字をとったものである。本報告書では、戦略目標の策定

について、そのプロセスがよりよいものとなるよう、繰り返し改善がなされていく仕組みという意味でPDCA
サイクルという表現を用いている。 
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立することが必要である。そのため、以下のように政策マネジメントサイクルを確立する。 
 
（確立すべき政策マネジメントサイクル（PDCA サイクル）全体像） 

 
 

○ 政策マネジメントサイクルの「企画立案」（Plan）に当たる段階として、前述のとおり、

戦略目標の策定手順を規定する「戦略目標策定指針」を定める。また、この「戦略目標策

定指針」に基づき文部科学省が戦略目標を策定する。 
 
○ 政策マネジメントサイクルの「実施」（Do）に当たる段階として、「戦略目標策定指針」

に基づき定めた戦略目標の下、JST が研究領域を設定し、研究総括を選任する。さらに、

大学等の研究者からの提案を募り、既存の組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制（バ

ーチャル・ネットワーク型研究所）を構築して、戦略的な基礎研究を推進する。 
 
○ 政策マネジメントサイクルの「評価」（Check）に当たる段階では、以下の軸に基づき策

定された戦略目標等に対する評価を行う。 
＜評価軸＞ 
・戦略目標策定指針は、科学的価値と社会的・経済的価値の創造が両立可能な戦略目標を

策定するために、評価時点において最適なものとなっているか。【戦略目標策定指針に対

する評価】 
・戦略目標は、戦略目標策定指針に則り策定されたか。【戦略目標策定過程に対する評価】 
・成果の創出状況からみて、戦略目標・研究領域は適切であったか15。【実施段階に対する

                                                 
15 独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成26年法律第66号）等の施行に伴う国立研究開発法人の評価
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評価】 
 

○ 政策マネジメントサイクルの「企画立案への反映」（Act）に当たる段階では、戦略目標

等に係る評価結果を踏まえ、必要に応じて「戦略目標策定指針」の改定を行う。 
 
（必要な体制の整備） 
○ 「出口を見据えた研究」は、「用途を考慮した基礎研究」が根本原理の追及と実用化の実

現という二つの性格を併せ持つことを踏まえ、学術界及び産業界双方の有識者が参画する

「戦略目標策定指針」の改定等に関する検討の場を整備する必要がある。 
 
○ また、戦略目標が毎年度策定されるものであることから、毎年度評価を行い、その結果

を戦略目標策定指針の改定に反映させるという政策マネジメントサイクルを確立し、これ

を循環させるためには、検討の場は常設とすることが必要である。 
 

（３）「出口を見据えた研究」の実施に当たって考慮すべき事項 
 

○ 科学技術が一層発展し、社会・経済に大きな影響を与えるためには、前述の研究総括の

働きにより、個々の研究者の内発的な動機に基づく学術研究から展開して、「出口を見据え

た研究」が行われる上で最適な「研究者群」の形成を促すことが重要である。 
 
○ また、前述のとおり、基礎研究は、社会的・経済的価値の創造に結びつくには高い不確

実性が伴う。研究成果として広く注目を集める高被引用度論文には、研究の過程自体が当

初計画と異なる事例が少なからず存在するとともに、それにより当初予想もしなかった革

新的な研究成果が創出されること（偶発的な発見（serendipity））16も報告されている。そ

のため、「出口を見据えた研究」においても、偶発的な発見が重要な役割を果たすことを認

識し、これを許容する仕組みを構築することが重要である。 
 
○ さらに、研究者の挑戦心を高めるために、研究成果のみならず、挑戦したこと自体を評

価するなどの評価の仕組みを含め、研究者がモチベーションを持って研究に取り組める制

度であることが必要である。 
 
○ 一方、現実には「出口を見据えた研究」は孤立して行われるものでは無く、「出口から見

た研究」などの他の研究類型等と関わったり、交差したりする。そのため、他の研究類型

等との関わり・交差も念頭に全体最適を図るような柔軟な事業運営が必要である。 
 

                                                                                                                                                                  
制度との整合性を踏まえるとともに、JSTが行う研究領域評価（戦略目標への貢献の観点からの研究進捗と研究

成果及び波及効果に関する評価）を活用し、評価が屋上屋を架すものとならないよう留意が必要である。 
16 「科学における知識生産プロセスの研究 ― 日本の研究者を対象とした大規模調査からの基礎的発見事実 ―」

（2010年11月科学技術政策研究所・一橋大学イノベーション研究センター共同研究チーム）。 
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○ 例えば、「出口を見据えた研究」の推進主体である研究者と「出口から見た研究」の推進

主体である PM 等が交流することにより、「出口を見据えた研究」を行う研究者が、「出口

から見た研究」の発想を体感する機会を設けることや、政策金融・税制等との連携などに

より、戦略的な基礎研究の成果が実用化される例を更に生み出すことができるような柔軟

な事業運営が必要である。また、「出口を見据えた研究」の推進の中から新たな「知」の創

出にも貢献し、我が国の学術研究の発展に資することに配慮した事業運営も必要である。 
 
○ 上記の問題意識を踏まえ、「出口を見据えた研究」の趣旨を理解し、「出口を見据えた研

究」を推進する研究者を目利きするとともに適宜的確な助言等を行う人材の育成等が重要

である。また、プログラム・マネジメント能力を持つ人材の育成策を整え、その人材を「出

口を見据えた研究」の推進主体である研究者との交流に活用することを考慮すべきである。 
 

 

４．今後求められる取組 
 
（戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）の当面の推進方策） 
○ 「出口を見据えた研究」に対する代表的なファンディング施策である戦略的創造研究推

進事業（新技術シーズ創出）においては、本報告書を最大限尊重し、科学技術イノベーシ

ョンの創出に向け、効果的・効率的に事業を推進していく必要がある。 
 

（平成26年度における推進方策） 
○ 文部科学省は、本報告書において定められた「戦略目標策定指針」に基づき、平成 27 年度

戦略目標の策定を進めるべきである。 
 
○ ただし、本年度は、「戦略目標策定指針」に基づき戦略目標を定める初年度であることから、

指針に定める各 Step の実施は試行的なものとならざるをえない。特に、FMDB については、

平成 27 年度に本格稼働することから、Step 1 における国内動向の俯瞰については、「戦略目

標策定指針」に準じた手法で可能な限り国内動向の俯瞰を行う必要がある。 
 
○ また、戦略目標の策定に当たっては、文部科学省は、本検討会の構成員に対して策定経過

について適宜状況報告を行うとともに、策定結果を報告し、適切に戦略目標が策定されたか、

戦略目標策定指針に改善すべき事項はないか等について意見を聴取するべきである。 
 
（平成27年度における推進方策） 
○ 政策マネジメントサイクルを確実に実施する観点から、恒常的な検討の場が必要である。

そのため、科学技術・学術審議会に戦略的な基礎研究の運営・評価等のための検討の場を設

け、恒常的な政策マネジメントサイクルを確立していくべきである。 
 
○ 当該検討の場においては、平成 27 年度戦略目標の策定プロセスを踏まえ、戦略目標策定指
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針を改めて制定し、FMDB についても、平成 27 年度に本格稼働することから、文部科学省

においては、正式に戦略目標策定指針に基づく平成 28 年度戦略目標の策定を行うべきである。 
 
○ また、平成 28 年度戦略目標の策定後においては、当該検討の場において、戦略目標の策定

経過の評価等を進めるべきである。 
 
（その他） 
○ 本報告書に記載された内容の実施に当たって、文部科学省行政官、JST 職員に十分な能力・

資質が必要なことは言うまでも無く、文部科学省、JST がそれぞれ職員の能力・資質向上を

引き続き図っていくことが必要である。 
 
○ 同時に、戦略目標は文部科学省行政官のみの知見で策定できるものではなく、NISTEP や

CRDS などの公的シンクタンクとの連携方策については、絶えず改善を図っていくことが必

要である。 
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戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会 

審議経過 

 

平成２６年 ４月２２日  戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会（第一回） 

戦略的な基礎研究に関する現状整理について 

戦略的な基礎研究に関するファンディング施策について 

 

５月 ８日  戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会（第二回） 

戦略的な基礎研究に関するファンディング施策について 

 

６月 ２日  戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会（第三回） 

科学技術・学術政策研究所及び有識者からのヒアリング 

議論のとりまとめ（報告書 骨子（案）について審議） 

 

６月２７日  戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会（第四回） 

検討会報告のとりまとめ（報告書（案）について審議） 
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